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分野 小分類 取組事業名 事業概要 担当部署

１

相
談
体
制
の
充
実
強
化

⑴24時間電
話相談体
制の強化

自殺予防夜間休日
電話相談委託事業

相談機関の少ない夜間の時間帯や休日に、自殺を考え
る人やその家族からの相談を受けるとともに、必要に
応じ相談窓口等を紹介

障害福祉課

いのちの電話活動
支援補助事業

神戸いのちの電話、はりまいのちの電話の相談体制の
充実のため、電話相談の運営や現員相談員の資質向上
研修等を支援

障害福祉課

こころの健康電話
相談事業

こころの悩みや精神的な病気、社会復帰に関すること
など、広く精神保健福祉に関する相談に対応

精神保健福祉
センター

⑵ＩＣＴを
活用した
相談体制
の更なる
充実

インターネットや
ＳＮＳ等を活用した
相談体制の構築

ＬＩＮＥ電話を活用した相談体制の構築、検索連動広
告やＬＩＮＥ公式アカウント「いのち支える兵庫県」
を用いた相談窓口の普及啓発

障害福祉課

ＳＮＳを活用した
教育相談体制の構築

従来の音声通話や面談等における相談に加え、児童生
徒が気軽に相談できるようにするため、ＳＮＳを用い
た教育相談窓口の開設及び周知

教委
(義務教育課)

つながりサポート型
女性相談支援事業

コロナ禍で様々な不安や困難を抱える女性の相談に
幅広く対応するため、ＳＮＳ相談やオンラインでの居
場所づくり等を実施

男女青少年課

児童虐待防止の
ためのＳＮＳ相談

児童虐待の未然防止や早期発見の観点から、全国どの
地域においても子どもや家庭からのＳＮＳ相談がで
きるよう、国が令和５年２月から運用開始する全国一
元的なＳＮＳ相談支援について、県内３児童相談所に
よる一体運用を実施

児童課

⑶「こころの
健康相談」
の充実

こころの健康電話
相談事業【再掲】

こころの悩みや精神的な病気、社会復帰に関すること
など、広く精神保健福祉に関する相談に対応

精神保健福祉
センター

精神保健福祉相談の
充実

市町、外部関係団体等への情報提供、地域での自殺対
策の実施や市町自殺対策計画の円滑な実施に向けた
各事業等への助言・指導

障害福祉課・
精神保健福祉
センター・
健康福祉事務所

⑷様々な自殺
のリスク要
因を抱える
人の相談体
制の更なる
充実強化

消費生活相談

複雑化・多様化、巧妙化する消費生活相談に的確に対
応し、県民の安全・安心なくらしを確保するため、消
費生活総合センター及び但馬消費生活センターに消
費生活相談員を設置し、消費者トラブルの迅速な解決
と未然防止を図る

県民躍動課

多重債務者対策の推進 兵庫県多重債務者対策協議会（県、市町、弁護士会、司法書士会等）による相談強化キャンペーンを開催 県民躍動課

生活困窮者自立
支援事業の実施

生活保護に至る前段階における自立支援策の強化を
図るため、生活相談のほか、就労準備支援、家計改善
支援、住宅確保のための給付、引きこもり状態の者、
社会的に孤立している者に対して、訪問などのアウト
リーチ支援を行う等必要な支援を実施

地域福祉課

ひきこもり対策
総合支援事業
（ひきこもり総合支援
センターの設置）

ひきこもりの当事者及びその家族等に対して段階に
応じた支援を提供し、社会参加を促進するため、「ひ
きこもり総合支援センター」を精神保健福祉センター
内に設置し、当事者及びその家族からの相談対応・支
援を実施

障害福祉課・
精神保健福祉
センター

依存症対策
総合支援事業

依存症患者及びその家族等に対する包括的な支援を
行うため、県・神戸市共同で「ひょうご・こうべ依存
症対策センター」を設置し、依存症に対する専門相談
に応じるとともに、医療従事者等への研修を実施し、
支援体制を強化

障害福祉課・
精神保健福祉
センター
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分野 小分類 取組事業名 事業概要 担当部署

１

相
談
体
制
の
充
実
強
化

⑷様々な自殺
のリスク要
因を抱える
人の相談体
制の更なる
充実強化

犯罪被害者等総合
サポートセンター
(仮称)の設置

犯罪被害者等からの様々な相談に対応し、必要とする
情報や支援を適切に提供するため、総合的な支援窓口
を設置

くらし安全課

人権擁護サポート事業
インターネット上の誹謗中傷等の人権侵害に対する
司法的救済を実施する専門窓口やＬＧＢＴ等に関す
る相談窓口等を(公財)人権啓発協会に設置し、多様化
する人権問題に対応

県民生活部
総務課人権推進室

依存症の理解促進に
かかる事業

依存症者や家族等を適切な支援につなげるための取
組として、自助グループ等と連携し、依存症に関する
研修や相談体制等の強化を図るとともに、大学生や一
般県民を対象とした普及啓発活動を行い、正しい知識
の理解を進める

障害福祉課

経済問題等に係る
心の悩み相談体制の充実

コロナ禍による経済状態の悪化等に伴い、今後の生活
に不安を感じる県民の増加が懸念されることから、①
休日夜間法律電話相談、②生活困窮者・ハローワーク
利用者等への弁護士相談等を実施

障害福祉課

女性のための生きること
サポート相談事業

コロナ禍において、女性の自殺リスクがさらに高まっ
ていくことが懸念されることから、就労支援や悩み相
談など、女性が生きていくための入口相談(電話及び
対面)を実施

障害福祉課

「こころのケア」に関する
専門相談の実施

地域の医療・保健・福祉・教育・司法等の関係機関や
一般の方を対象に、自死遺族・関係者等の複雑性ＰＴ
ＳＤ等を中心とした「こころのケア」に関する専門相
談を実施

こころの
ケアセンター

障害者差別解消
相談センターの運営

障害者差別解消法に基づく、障害者差別に関する総合
相談窓口を設置し、社会福祉士や精神保健福祉士によ
る相談対応を実施（電話、ファクス、メール）

障害福祉課

ひょうご発達障害者
支援センター
及びブランチの運営

身近な地域で発達障害児(者)、家族及び関係機関等か
らの日常生活や就労などの相談に対し、適切な指導・
助言等を行う総合的支援の拠点として、県内６ヶ所の
発達障害者支援センター及びブランチを運営

障害福祉課

さわやか県民相談
県民から寄せられる県政に関する意見や日常生活の
諸問題等についての相談に適切に対応し、県政への反
映、県民が抱える問題の解決を図る

広報広聴課

県民総合相談センターの
運営

県政に関する相談や法律問題などの幅広い分野の専
門相談を実施するとともに、要望が多い相談等の概要
を把握し、県政に反映させるなど総合相談体制の充実
を図る

広報広聴課

ひょうご地域安全
ＳＯＳキャッチ事業の実施

身近な異変を匿名でも通報できる「ひょうご地域安全
ＳＯＳキャッチ電話相談」を県・県警共同で実施する
とともに、広報等により制度周知を図る

くらし安全課

ひょうご性被害ケア
センター「よりそい」
の運営

警察に相談できない性被害者の心身の負担軽減、被害
の潜在化を防止するため、専用相談窓口を設け、医療
費助成、医療機関への同行支援、法律相談、心のケア
等を一体的に行う性被害ケアセンター「よりそい」を
運営

くらし安全課

兵庫ひきこもり
相談支援センター
の運営

ひきこもりの長期化等への対応を図るため、青少年を
中心とする全年齢を対象とした「兵庫ひきこもり相談
支援センター」において、訪問支援等、アウトリーチ
型支援を展開

男女青少年課

県立神出学園の運営

不登校や高校中退などで自分の進路を見つけること
が困難な青少年の社会的自立を支援するため、県内在
住で義務教育を修了した23歳未満の男女を対象に、寮
での共同生活のもと、自己理解や進路発見につながる
体験プログラムを実施

男女青少年課
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分野 小分類 取組事業名 事業概要 担当部署

１

相
談
体
制
の
充
実
強
化

⑷様々な自殺
のリスク要
因を抱える
人の相談体
制の更なる
充実強化

県立山の学校の運営

不登校や高校中退などで自分の進路を見つけること
が困難な青少年の社会的自立を支援するため、県内在
住で義務教育を修了した24歳未満の男子を対象に、寮
での共同生活のもと、自己理解や進路発見につながる
体験プログラムを実施

男女青少年課

県立男女共同
参画センター
なやみ相談・特別相談
(法律相談・男性相談)

県立男女共同参画センターに女性問題カウンセラー
を設置し女性の悩み相談及び自立支援を行うととも
に、情報アドバイザーが学習や情報収集のサポートを
実施し、法律相談、不妊・不育専門相談、思いがけな
い妊娠ＳＯＳ、男性のための相談を実施

男女青少年課

つながりサポート型
女性相談支援事業
【再掲】

コロナ禍で様々な不安や困難を抱える女性の相談に
幅広く対応するため、ＳＮＳ相談やオンラインでの居
場所づくり等を実施

男女青少年課

ヤングケアラー・
若者ケアラー支援体制
の構築推進事業

介護や世話を必要とする家族や身近な人に無償でケア
を行う｢ヤングケアラー｣｢若者ケアラー｣の早期発見・悩
み相談・福祉サービスへのつなぎ等の支援体制を整備

地域福祉課

社会福祉協議会による
生活福祉資金貸付等

低所得・高齢者・障害者世帯等で一時的に生活に困窮
している世帯に必要な費用の一部を貸し付け、民生委
員や社会福祉協議会による相談支援を行い、社会参加
の促進を図る

地域福祉課

子どもの貧困対策
生活困窮者の子どもが将来の困窮者となる「貧困の連
鎖」を断ち切るため、子どもの貧困対策事業を実施
①生活困窮者世帯の子どもを地域で支援
②「子ども食堂」の運営支援

地域福祉課

児童虐待防止
24時間ホットラインの
設置運営

中央こども家庭センターに休日・夜間の児童虐待相
談・通告に対応する電話相談員を配置し、こども家庭
センターの即応体制を強化

児童課

児童虐待防止の
ためのＳＮＳ相談
【再掲】

児童虐待の未然防止や早期発見の観点から、全国どの
地域においても子どもや家庭からのＳＮＳ相談がで
きるよう、国が令和５年２月から運用開始する全国一
元的なＳＮＳ相談支援について、県内３児童相談所に
よる一体運用を実施

児童課

ひとり親家庭等
自立支援の推進

郡部のひとり親家庭等を対象に、離死別直後の精神的
安定を図り、その自立に必要な情報提供、相談指導、
離婚後の支援を行うとともに、ひとり親家庭等の職業
能力の向上及び求職活動に関する支援を実施

児童課

配偶者からの
暴力に関する相談

配偶者暴力相談支援センター(女性家庭センター)で
休日・夜間の相談や法律相談を実施するとともに、相
談のあった被害者や一時保護した被害者に対し、自立
支援員(心理療法担当職員)がこころのケア、自立への
動機付け、就業援助等の幅広い援助を行い、早期の自
立を支援

児童課

思春期保健対策事業
(地域思春期保健関係者
によるネットワーク事業)

地域保健、学校保健や社会教育、医療機関関係者が地
域課題を明確にし、対策を検討

健康増進課・
健康福祉事務所

妊娠ＳＯＳ相談事業
予期せぬ妊娠や育児不安等に悩む若年妊婦等に対し
タイムリーな電話や面談による相談、必要時に医療機
関等への同行支援により健やかな妊娠・出産・育児の
支援、児童虐待の防止を図る

健康増進課

養育支援ネットの推進
未熟児等、養育上支援を必要とする家庭を早期に把握
しフォローするため、医療機関等と地域保健が連携し
早期から子育てを支援する母子保健医療情報提供シ
ステムを整備

健康増進課・
健康福祉事務所

乳児家庭全戸訪問事業
全ての乳児のいる家庭を訪問し、子育てに関する情報
の提供並びに乳児及びその保護者の心身の状況及び
養育環境の把握を行うほか、養育についての相談に応
じ、助言その他の援助を実施

健康増進課
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分野 小分類 取組事業名 事業概要 担当部署

１

相
談
体
制
の
充
実
強
化

⑷様々な自殺
のリスク要
因を抱える
人の相談体
制の更なる
充実強化

ひょうご若年性
認知症支援センター
の運営

若年性認知症特有の課題（就労、経済、介護等）に対
応するため、各市町や圏域など身近な地域の支援機関
等と連携し伴走型の個別支援を実施

健康増進課

働き盛り世代の認知症
予防・早期発見・対応
促進事業

企業等に従事する勤労者が認知症への関心を高め、中
年期からの健康づくりや早期受診･対応の理解促進、
認知機能の低下や家族への介護等、従業員の事情に応
じた労働環境整備等、企業の意識高揚を図る

健康増進課

認知症・高齢者相談 県民総合相談センターにおいて、認知症の人と家族の会及び県看護協会による電話相談を実施 健康増進課

難病患者
保健指導事業

難病及びその家族に対して、地域保健法に定められた
難病患者保健指導に基づき、健康福祉事務所保健師が
患者のニーズに応じ、必要な在宅療養支援を実施する
ことで、患者の療養生活の質を高めると共に、地域の
難病支援体制の強化を図る

疾病対策課・
健康福祉事務所

難病療育相談等事業

難病患者が身体的・精神的に安定した療養生活を送る
ため、難病専門医の少ない地域で難病各分野の専門
医、地域の保健・福祉等関係者による「医療・生活・
教育」相談会を実施し、患者の立場に立った相談や、
報告書による県内全域への啓発活動を実施

疾病対策課

重症難病患者
入院施設確保事業

難病患者及びその家族の療養生活を支援するために、
難病に関する療養生活相談・医療情報の提供、地域の
医療機関・健康福祉事務所・市町・訪問看護ステーショ
ン等の関係機関のネットワーク化の推進、難病医療体
制を整備するため難病医療専門員（県立尼崎総合医療
センター内難病相談センター）の配置を実施

疾病対策課

兵庫県難病団体連絡
協議会補助金事業

一般社団法人兵庫県難病団体連絡協議会が運営し、難
病患者の幅広い相談に応じている神戸難病相談室の
運営費の一部を助成し、難病患者の療養生活の一層の
向上を図る

疾病対策課

肝炎総合対策事業

肝炎ウイルス持続感染者が継続的に検査・治療を受け
る体制を整備し、全国平均に比べ高い状態にある肝が
ん死亡率の低減を図る
・肝炎ウイルス検査医療機関委託の実施
・要精検者のフォローアップの実施

疾病対策課・
健康福祉事務所

肝炎・肝がん対策推進事業
肝炎に関する正しい知識の普及、啓発に係る保健指導
及び診療体制の確保と診療の質の向上を図ることに
より、肝がん死亡率の低減を図る

疾病対策課

慢性腎臓病対策事業
腎機能に異常の見られた患者の重症化予防のため、県
民に正しい知識の普及啓発によるＣＫＤに関する意
識向上を図る

疾病対策課

被爆者団体協議会相談事業
県内に在住する原子爆弾被爆者及びその二世被爆者
の健康、医療、各種手続き等に関する相談に応じるこ
とにより、原爆被爆者のさまざまな不安を解消し、健
康管理及び福祉の向上を図る

疾病対策課

エイズ対策事業

健康福祉事務所・兵庫県民総合相談センターにおいて
無料・匿名の相談体制を整備することで、ＨＩＶ感染
者の多様化する不安、悩みに対応するとともに、臨床
心理士等のカウンセラーがいない医療機関において
陽性告知を行う場合など、必要に応じてエイズカウン
セラーを派遣し、ＨＩＶ感染者の精神的不安の負担軽
減を図る

感染症対策課・
健康福祉事務所

薬物乱用防止対策事業

関係機関と協力し、薬物乱用防止教室や組織的啓発活
動を行う各地区薬物乱用防止指導員協議会の活動を
支援するとともに、健康福祉事務所等に設置する薬物
相談窓口での中毒者本人やその家族等からの相談対
応、県精神保健福祉センターにおける薬物関連問題相
談事業により薬物の再乱用防止対策を推進

薬務課
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分野 小分類 取組事業名 事業概要 担当部署

１

相
談
体
制
の
充
実
強
化

⑷様々な自殺
のリスク要
因を抱える
人の相談体
制の更なる
充実強化

商工会・商工会議所
による経営相談

様々な経営課題を抱える中小企業者に対して、商工
会・商工会議所による巡回指導及び窓口相談を実施 地域経済課

消費者金融相談
各県民局・県民センターに「消費者金融相談窓口」を
設置し、登録貸金業者に関する苦情・相談のほか、多
重債務・債務整理に関する相談等、消費者金融に関す
る幅広い相談を受付

地域経済課

ひょうご・しごと情報広場、
若者しごと倶楽部の運営

求職者の総合的支援を行う拠点であるひょうご・しご
と情報広場内に若者しごと倶楽部（ジョブカフェひょ
うご）を設置し、個々の課題に対応したきめ細やかな
就職支援・総合的な職業相談を実施し、人材ニーズに
合致したキャリア形成による早期就職を支援

労政福祉課

ミドル世代・シニア世代
就労相談窓口の設置

ひょうご・しごと情報広場に40～64歳のミドル世代・
65歳以上のシニア世代の就労相談窓口を設置し、就職
氷河期世代を含むミドル世代の不安定就労者等の正
規雇用化を促進するとともに、就労意欲のあるシニア
世代がライフスタイルや能力に合わせて活躍できる
よう、就労希望者のマッチングにより多様な働き方の
創出を支援

労政福祉課

スクールカウンセラー、
キャンパスカウンセラー
の配置

いじめ・暴力行為・不登校等の児童生徒の問題行動等
に適切に対応するため、スクールカウンセラーを公立
小・中学校及び県立特別支援学校に、キャンパスカウ
ンセラー(臨床心理士等)を県立高校(中等教育学校含
む)に配置し、児童生徒・保護者の心の相談等を実施

教委(義務教育課・
高校教育課・
特別支援教育課)

市町スクールソーシャル
ワーカー配置の支援

児童生徒の置かれた様々な環境の問題により学校だ
けでは解決困難なケースについて、関係機関との連
携・調整や児童生徒の置かれた環境への働きかけ等に
より早期の解決を図るため、市町のスクールソーシャ
ルワーカー（社会福祉士等）を配置

教委
(義務教育課)

県立学校問題解決
サポートチームの設置

県立学校に寄せられる様々な要望等に対して、第三者
的な立場で判断・対応する体制を整備し、学校への適
切な指導・助言、解決への協力により課題の早期解決
を図る

教委(高校教育課・
特別支援教育課)

ひょうごっ子〈いじめ・
体罰・子ども安全〉
相談24時間ホット
ラインの実施

いじめ、不登校、友人関係や進路､体罰だけでなく､子
どものＳＯＳ全般について児童生徒や保護者などの
相談に応じ、県内の幼児や児童生徒などのこころの悩
みなどの解消や子どものＳＯＳの早期発見を図る

教委
(義務教育課)

ＳＮＳを活用した
教育相談体制の構築
【再掲】

従来の音声通話や面談等における相談に加え、児童生
徒が気軽に相談できるようにするため、ＳＮＳを用い
た教育相談窓口の開設及び周知

教委
(義務教育課)

２

地
域
に
お
け
る
支
援
体
制
の
充
実

⑴自殺予防に
対する理解
の促進

自殺予防に係る
広報・啓発事業

９月の自殺予防週間、３月の自殺対策強化月間の時期
を中心に、関係機関と連携し、自殺予防に関する正し
い知識、相談窓口や支援策等の普及を図るためイン
ターネットやＳＮＳ等のＩＣＴも活用した啓発事業
を実施

障害福祉課

⑵社会全体
での連携
した取組
の促進

子育て応援ネットの推進
県地域女性団体ネットワーク会議を中心に、市町ごと
にネットワークを組織し、子育て家庭応援推進員等が
登下校時の見守り、声かけや子育てイベント、ＳＯＳ
キャッチ活動等を実施

男女青少年課

いのち輝くユニバーサル
社会づくり機運醸成事業

県民の障害者に対する理解促進のための講座の実施、
社会参加促進のためのセミナーの開催など、多様な
人々が誰一人取り残されることなく、安心して暮らし
ていける基盤づくりと支え合う社会の構築に取り組む

ユニバーサル
推進課

人権ネットワーク事業
「ひょうご人権ネットワーク会議」の運営等の取組を
通じ、県内の人権にかかる機関・団体とのネットワー
クを強化し、より効果的・効率的な人権啓発を推進

県民生活部総務課
人権推進室

人権文化をすすめる
県民運動推進事業

人権文化をすすめる県民運動の一環としての「人権啓
発フェスティバル」や「人権週間のつどい」等を開催
することにより、人権文化の醸成を図る

県民生活部総務課
人権推進室

家庭のきずなを深める
機運醸成の展開

それぞれの家族にとってふさわしい日を家族の日と
して定めることを提案する「家族の日」運動の普及啓
発など、県民一人ひとりが家族・家庭の大切さを考え、
きずなを深める機運醸成を展開

男女青少年課
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分野 小分類 取組事業名 事業概要 担当部署

２

地
域
に
お
け
る
支
援
体
制
の
充
実

⑵社会全体
での連携
した取組
の促進

みんなの声かけ運動
の推進

障害のある方、高齢者、妊婦、小さなこども連れの方
など、まちなかで困っている人がいるときに、だれも
が声をかけて助け合う「みんなの声かけ運動」を展開
し、障害者への適切な支援を推進することにより、障
害者等の安心安全な社会参加を促進

ユニバーサル
推進課

障害者を対象とした
デジタルデバイド
解消事業

基礎的なＩＴスキルの習得支援により障害者のデジ
タルデバイドの解消を図り、障害者の日常生活の基
盤・環境を整え、社会参加を促進

障害福祉課

障害者虐待防止・
権利擁護体制推進事業

障害者虐待防止法に基づき、障害者虐待に対する迅
速・適切な対応や市町等からの相談対応、障害福祉関
係者の専門性向上等のための研修、一般県民・障害当
事者に対する広報啓発活動等により、障害者の尊厳を
害する虐待の防止と障害者の自立及び社会参加を図る

障害福祉課

⑶ ゲ ー ト
キーパー
やいのち
を支える
様々な専
門的人材
等の養成

自殺対策に関わる
専門研修等の実施

自殺対策に従事する職員等が援助を求められた場合
に、そのこころの痛みに適切に対処できるよう実践的
な援助力を育成するため研修を実施

精神保健福祉
センター

薬剤師のための
自殺ハイリスク者
対応力向上研修事業

自殺のリスク要因である健康問題を持つ方への対策
として、薬局薬剤師に対し、その知識・経験や対象者
の薬剤服用歴から対象者の生命や健康上のリスクへ
の対応力を強化するための研修を実施

障害福祉課

市町での相談体制
の充実

地域の実情や自殺対策計画に基づいて自殺対策に取
り組む市町を支援するため、市町における相談体制の
強化など自殺予防対策事業実施に対し助成

障害福祉課

学校で取り組む
自殺予防支援事業

県内高等学校に対し自殺対策に関する関心を高める
ために、出前講座を実施 障害福祉課

女性を中心とした
働き盛り世代の
自殺対策の推進

コロナ禍における女性の自殺リスクの高まりに対す
る対応を強化するため、企業等を対象とした自殺予防
研修会等の取組を推進する

障害福祉課

介護支援専門員等
自殺予防研修

在宅で介護を受けている高齢者や家族の自殺の危険
性や兆候を見逃さず、自殺の未然防止を図るため、介
護従事者に対する研修を実施

障害福祉課

自死遺族地域
支援者研修の実施

自死遺族のこころや身体の不調、否認・疑問・他罰・
不安・自責・罪悪感・怒り等の遺族心理を理解すると
ともに、自死遺族が直面する法律問題を学び、自殺ハ
イリスク者である自死遺族に適切に対応するための
研修を実施

障害福祉課

各地域における
自殺対策事業

地域の実情に応じたきめ細やかな自殺対策を推進す
るため、自殺のハイリスク要因である精神疾患等に対
する早期支援・対応に向けた支援体制の構築や研修等
を実施

障害福祉課・
健康福祉事務所

地域包括支援
推進事業

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるこ
とができるよう、市町による介護予防・生活支援の取
組の充実や在宅医療・介護連携の強化に向けた支援に
加え、地域包括支援センターの機能強化を実施

高齢政策課

高齢者虐待防止
の強化

①高齢者虐待の未然防止、②高齢者虐待の早期発見、
③高齢者虐待事案への迅速かつ適切な対応を支援す
るため、高齢者虐待対応力向上研修を実施し、併せて
市町単独では対応が困難な事例に対する権利擁護相
談窓口を設置

高齢政策課

老人クラブ活動強化
推進事業

地域の老人クラブ活動の活性化を図るために、①共生
型助け合い活動、②会員加入促進活動、③地域活動の
再開、④健康づくり(健康体操等)の実施・普及促進活
動などの社会貢献活動を行う単位老人クラブに対し
て助成を実施

高齢政策課
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分野 小分類 取組事業名 事業概要 担当部署

２

地
域
に
お
け
る
支
援
体
制
の
充
実

⑶ ゲ ー ト
キーパー
やいのち
を支える
様々な専
門的人材
等の養成

地域支援事業
(地域包括支援
センターの運営)

要支援・要介護状態になることを予防するとともに、
要介護状態となった場合においても、可能な限り住み
慣れた地域で、自立した日常生活を営むことができる
よう、市町が設置・運営する地域包括支援センターに
要する経費の一部を負担

高齢政策課

児童委員・主任児童
委員活動の推進

市町に対し、児童委員・主任児童委員の相談・支援活
動、研修等に要する費用の一部を支援し、児童委員等
活動を促進し、地域福祉の増進を図る

児童課

市町の児童家庭相談体制
の強化に向けた支援

児童虐待の早期発見やこども家庭センターへの速や
かな通告や要保護児童への適切な支援が実施できる
よう、市町職員の対応力向上を図るため、要保護児童
対策地域協議会の運営や児童虐待への適切な対応の
ための研修会を実施

児童課

ひとり親家庭等
自立支援の推進
【再掲】

郡部のひとり親家庭等を対象に、離死別直後の精神的
安定を図り、その自立に必要な情報提供、相談指導、
離婚後の支援を行うとともに、ひとり親家庭等の職業
能力の向上及び求職活動に関する支援を実施

児童課

３

市
町
・
団
体
等
の
地
域
ご
と
の
取
組
へ
の
支
援

⑴兵庫県い
のち対策
センター
による市
町支援の
充実

地域レベルでの
自殺対策の推進

地域レベルの実践的な取組を推進するため、国の自殺
総合対策推進センターと連携し、圏域・市町別の自殺
統計データを市町に提供、研修の実施、地域への技術
支援等を通じ、市町の自殺対策に係る取組を積極的に
支援

いのち対策
センター・
健康福祉事務所

市町による地域
自殺対策強化事業
の実施

地域の実情や自殺対策計画に基づいて自殺対策に取
り組む市町を支援するため、市町における相談体制の
強化やこころの健康づくり対策など自殺予防対策事
業実施に対し助成

障害福祉課

⑵専門的技
術向上の
ための研
修の実施

自殺対策企画
研修の実施

地域自殺対策計画の策定・改定・実施に向け、自殺の
現状、実践や評価方法等の研修を実施

いのち対策
センター

専門研修、自殺未遂者
ケア研修の実施

救命救急センターに搬送された自殺未遂者の心理や
対応、地域支援へのつなぎ方等を救急医療関係者や警
察・消防関係者、地域支援者を交えた研修を実施

精神保健福祉
センター

⑶地域での相
談支援ネッ
トワークの
強化

｢いのち支える
相談支援ネットワーク｣
の推進

地域で自殺対策に関わる相談機関職員の「つなぐ」意
識の醸成と情報の共有化を目的とし、「いのち支える
サポートシート」等を活用した市町ごとの「いのち支
える相談支援ネットワーク」の構築を推進

障害福祉課・
健康福祉事務所

４

自
殺
の
ハ
イ
リ
ス
ク
要
因
を
抱
え
る
人
へ
の
支
援
の
強
化

⑴精神疾患
に関わる
支援体制
の充実

各地域における
精神保健医療体制
の構築事業

各地域における精神保健医療体制の構築を推進する
とともに、措置入院等の重篤な精神障害者に対し、措
置入院中から地域で安全安心な暮らしができるよう
関係機関の連携を強化し支援体制の構築を図る

障害福祉課・
健康福祉事務所

精神科救急医療体制
の運営

精神疾患の急発・急変により精神科救急医療を要する
患者に対し、迅速かつ適正な医療を提供するととも
に、精神科救急における措置入院が適切に運用できる
体制の再構築を推進

障害福祉課

依存症の理解促進に
かかる事業【再掲】

依存症者や家族等を適切な支援につなげるための取
組として、自助グループ等と連携し、依存症に関する
研修や相談体制等の強化を図るとともに、大学生や一
般県民を対象とした普及啓発活動を行い、正しい知識
の理解を進める

障害福祉課

精神保健福祉支援
体制の基盤整備事業

健康福祉事務所に地域精神保健連絡調整員（警察Ｏ
Ｂ）を配置し、保健師等支援者の安全確保を図るとと
もに複雑困難事例への関わり方を修得するとととも
に、警察との連携強化を図る

障害福祉課

依存症対策総合
支援事業【再掲】

依存症患者及びその家族等に対する包括的な支援を
行うため、県・神戸市共同で「ひょうご・こうべ依存
症対策センター」を設置し、依存症に対する専門相談
に応じるとともに、医療従事者等への研修を実施し、
支援体制を強化

障害福祉課・
精神保健福祉
センター
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４

自
殺
の
ハ
イ
リ
ス
ク
要
因
を
抱
え
る
人
へ
の
支
援
の
強
化

⑴精神疾患
に関わる
支援体制
の充実

各地域における
自殺対策事業
【再掲】

地域の実情に応じたきめ細やかな自殺対策を推進す
るため、自殺のハイリスク要因である精神疾患等に対
する早期支援・対応に向けた支援体制の構築や研修等
を実施

障害福祉課・
健康福祉事務所

各地域における
精神保健福祉
相談等事業

自殺ハイリスク者（うつ病、統合失調症、不安障害等
の精神障害者）等への支援体制の充実のため、関係機
関との連携強化を推進するとともに精神保健福祉相
談を実施

障害福祉課・
健康福祉事務所

精神保健福祉
相談等指導費

精神保健及び精神障害者福祉に関する相談について、
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第47条に
もとづき、各健康福祉事務所において精神科医師や保
健師による相談及び訪問指導を実施

障害福祉課

薬剤師のための
自殺ハイリスク者
対応力向上研修事業
【再掲】

自殺のリスク要因である健康問題を持つ方への対策
として、薬局薬剤師に対し、その知識・経験や対象者
の薬剤服用歴から対象者の生命や健康上のリスクへ
の対応力を強化するための研修を実施

障害福祉課

メンタルヘルス
総合対策事業

教職員のメンタルヘルス対策として、予防対策から復
職支援、復職後のフォローアップまで、総合的に推進
することにより、精神疾患による療養者の減少に取り
組む

教委
(福利厚生課)

⑵自殺未遂
者等への
支援体制
の充実

救急医療施設での
医療体制の充実

自殺未遂者の再企図を防ぐため、救急医療機関におい
て心身両面でのケアを提供するとともに、急性期の治
療が終了した後も継続した支援が行えるよう、地域の
医療機関や健康福祉事務所など適切な相談窓口につ
なぐ体制づくりを推進

医務課・
病院局企画課

自殺未遂者支援の充実

自殺未遂者支援に関わる者に対し、連絡会や協議会等
を通じて自殺未遂者支援に係る現状や問題、課題を共
有し連携意識の醸成を図ると共に実践的な研修や事
例検討会等から対応方法を学び、実際の現場で役立つ
心身両面のケアのための方法を習得

健康福祉事務所・
精神保健福祉
センター

⑶精神保健
医療福祉
サービス
の連携体
制の充実

各地域における
精神保健福祉
相談等事業【再掲】

自殺ハイリスク者（うつ病、統合失調症、不安障害等
の精神障害者）等への支援体制の充実のため、関係機
関との連携強化を推進するとともに精神保健福祉相
談を実施

障害福祉課・
健康福祉事務所

各地域における
自殺対策事業【再掲】

地域の実情に応じたきめ細やかな自殺対策を推進す
るため、自殺のハイリスク要因である精神疾患等に対
する早期支援・対応に向けた支援体制の構築や研修等
を実施

障害福祉課・
健康福祉事務所

各地域における
精神保健医療体制
の構築事業【再掲】

各地域における精神保健医療体制の構築を推進する
とともに、措置入院等の重篤な精神障害者に対し、措
置入院中から地域で安全安心な暮らしができるよう
関係機関の連携を強化し支援体制の構築を図る

障害福祉課

５

子
ど
も
・
若
者
の
自
殺
対
策
の
推
進

⑴命の大切
さ・尊 さ
を実感さ
せ る 教
育・学 習
の推進

兵庫型「体験教育」
の推進

小学校での環境体験、自然体験、中学校での芸術文化
体験、社会体験、高等学校でのボランティア体験、就
業体験など、小学校から高等学校における体系的な体
験活動を通して、命の大切さや思いやりの心、規範意
識、他者との協調性、個性や立場を尊重する心などを
育成

教委(義務教育課
・高校教育課)

学校で取り組む
自殺予防支援事業【再掲】

県内高等学校に対し自殺対策に関する関心を高める
ために、出前講座を実施 障害福祉課

道徳教育推進事業
児童生徒の豊かな情操や規範意識、他者への思いやり
などの道徳性を育成するため、学校・家庭・地域が連
携した道徳教育を全県的に推進

教委
(義務教育課)

人権教育の推進
いじめの未然防止を図り、いじめを生まない土壌づく
りを進めるための人権教育教材の効果的な活用と普
及に努め、人権教育の基盤である生命尊重の精神や人
権感覚を育成

教委
(人権教育課)
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５

子
ど
も
・
若
者
の
自
殺
対
策
の
推
進

⑴命の大切
さ・尊さを
実 感 さ せ
る教育・学
習の推進

ピアサポートルーム
の開設

若年期から妊娠・出産に関する正しい知識を身につけ
るよう、若者が相談できるピアサポートルームを開設
し、ピアカウンセリングを実施

健康増進課

私立学校人権教育
推進費補助 私立学校における人権教育の推進を図る 教育課

⑵教育・相
談支援体
制の充実

心の教育総合センター
「自殺予防に生かせる
教育プログラム」の
普及・実践

子どもたちの「早期の問題認識（心の健康）」と「援助
希求的態度の育成」を図るため、「心の教育総合セン
ター」(県立教育研修所内)が開発した「自殺予防に生
かせる教育プログラム」を各中学校・高校に周知し、
学校ごとの自殺予防教育の取組を促進

教委
(高校教育課)

スクールカウンセラー、
キャンパスカウンセラー
の配置【再掲】

いじめ・暴力行為・不登校等の児童生徒の問題行動等
に適切に対応するため、スクールカウンセラーを公立
小・中学校及び県立特別支援学校に、キャンパスカウ
ンセラー(臨床心理士等)を県立高校(中等教育学校含
む)に配置し、児童生徒・保護者の心の相談等を実施

教委（義務教育課
・高校教育課
・特別支援教育課)

ひょうごっ子〈いじめ・
体罰・子ども安全〉
相談24時間ホットライン
の実施【再掲】

いじめ、不登校、友人関係や進路、体罰だけでなく、
子どものＳＯＳ全般について児童生徒や保護者など
の相談に応じ、県内の幼児や児童生徒などのこころの
悩みなどの解消や子どものＳＯＳの早期発見を図る

教委
(義務教育課)

ＳＮＳを活用した
教育相談体制の構築
【再掲】

従来の音声通話や面談等における相談に加え、児童生
徒が気軽に相談できるようにするため、ＳＮＳを用い
た教育相談窓口の開設及び周知

教委
(義務教育課)

カウンセリング
マインド研修の実施

個別事案に適切に対応できるよう全教職員を対象に
研修を実施し、いじめ等に係る認知能力及び児童生徒
に対するカウンセリング能力の向上を図る

教委(義務教育課
・高校教育課
・特別支援教育課)

人権教育指導者等
研修の実施

児童生徒の人権課題解決に向けた主体的な実践力の
育成を図るため、管理職、担当教員及び初任者などの
キャリアステージに応じた指導力養成研修を実施

教委
(人権教育課)

市町スクールソーシャル
ワーカー配置の支援
【再掲】

児童生徒の置かれた様々な環境の問題により学校だ
けでは解決困難なケースについて、関係機関との連
携・調整や児童生徒の置かれた環境への働きかけ等に
より早期の解決を図るため、市町のスクールソーシャ
ルワーカー（社会福祉士等）を配置

教委
(義務教育課)

県立学校問題解決
サポートチームの
設置【再掲】

県立学校に寄せられる様々な要望等に対して、第三者
的な立場で判断・対応する体制を整備し、学校への適
切な指導・助言、解決への協力により課題の早期解決
を図る

教委(高校教育課
・特別支援教育課)

兵庫ひきこもり
相談支援センター
の運営【再掲】

ひきこもりの長期化等への対応を図るため、青少年を
中心とする全年齢を対象とした「兵庫ひきこもり相談
支援センター」において、訪問支援等、アウトリーチ
型支援を展開

男女青少年課

ひきこもり対策総合
支援事業(ひきこもり総
合支援センターの設置)
【再掲】

ひきこもりの当事者及びその家族等に対して段階に
応じた支援を提供し、社会参加を促進するため、「ひ
きこもり総合支援センター」を精神保健福祉センター
内に設置し、当事者及びその家族からの相談対応・支
援を実施

障害福祉課・
精神保健福祉
センター

県立神出学園の
運営【再掲】

不登校や高校中退などで自分の進路を見つけること
が困難な青少年の社会的自立を支援するため、県内在
住で義務教育を修了した23歳未満の男女を対象に、寮
での共同生活のもと、自己理解や進路発見につながる
体験プログラムを実施

男女青少年課

県立山の学校の
運営【再掲】

不登校や高校中退などで自分の進路を見つけること
が困難な青少年の社会的自立を支援するため、県内在
住で義務教育を修了した24歳未満の男子を対象に、寮
での共同生活のもと、自己理解や進路発見につながる
体験プログラムを実施

男女青少年課

思春期保健対策事業
(地域思春期保健関係者に
よるネットワーク事業)
【再掲】

地域保健、学校保健や社会教育、医療機関関係者が地
域課題を明確にし、対策を検討

健康増進課・
健康福祉事務所
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５

子
ど
も
・
若
者
の
自
殺
対
策
の
推
進

⑶いじめに
よる子ど
もの自殺
の予防

兵庫県いじめ対応
ネットワーク会議の開催

いじめの未然防止、早期発見、早期解決を図るため、
県・教育事務所・市町・学校・ひょうごっ子悩み相談
センター等の関係機関が一体となって、全県的、地域
的な連携体制を推進

教委
(義務教育課)

いじめ対応マニュアル
の活用促進

「いじめ対応マニュアル」（H29.８月改訂）を活用し
た教職員研修を実施し、家庭や地域、警察等の関係機
関とも連携・協力のうえ、いじめ問題（インターネッ
トや携帯電話を使ったいやがらせなど、いわゆる
“ネットいじめ”を含む）に対応

教委(義務教育課
・高校教育課
・特別支援教育課)

心の教育総合センター
｢いじめ未然防止プログラム｣
の普及・実践

子どもたちが自分を大切にし、他者と良好な関係を築
き、集団での生活を豊かにできる資質を育み、主体と
なっていじめを未然に防止することを目指し、「心の教
育総合センター」(兵庫県立教育研修所内)が開発した
「いじめ未然防止プログラム」を各中学校・高校に周知
し、学校ごとのいじめ未然防止に向けた取組を促進

教委
(高校教育課)

重大事態への対応研修
子どもの自殺をはじめ、いじめ重大事態、学校におけ
る事件事故等発生時の適切な初期対応、指導体制を構
築するため、市町組合教育委員会を対象とした研修を
実施

教委
(義務教育課)

学校問題サポートチーム
の設置

複雑化する学校問題に対し、教育事務所長のリーダー
シップのもと、効果的・機動的な支援を行う「県立学
校問題サポートチーム」を設置し、県教育委員会事務
局内の学校問題支援室との連携を図る

教委
(義務教育課)

兵庫県いじめ対策
審議会の開催

いじめ対策等に対する意見・助言を得るため、有識者
による審議会を開催

教委
(高校教育課)

いじめ防止
啓発チラシの配布

保護者や関係機関と連携していじめ問題に対応する
ため、いじめ問題への理解やいじめ相談窓口等を記し
たチラシを配布

教委(義務教育課
・高校教育課
・特別支援教育課)

⑷家庭にお
ける課題
を抱える
子どもへ
の支援の
推進

児童虐待防止
24時間ホットライン
の設置運営【再掲】

中央こども家庭センターに休日・夜間の児童虐待相
談・通告に対応する電話相談員を配置し、こども家庭
センターの即応体制を強化

児童課

子どもの貧困対策
【再掲】

生活困窮者の子どもが将来の困窮者となる「貧困の連
鎖」を断ち切るため子どもの貧困対策事業を実施
①生活困窮者世帯の子どもを地域で支援
②「子ども食堂」の運営支援

地域福祉課

ヤングケアラー・
若者ケアラー支援体制の
構築推進事業【再掲】

介護やお世話を必要とする家族や身近な人に、無償で
ケアを行う「ヤングケアラー」「若者ケアラー」の早期
発見・悩み相談・福祉サービスへのつなぎ等の支援体
制を整備

地域福祉課

児童虐待防止のための
ＳＮＳ相談【再掲】

児童虐待の未然防止や早期発見の観点から、全国どの
地域においても子どもや家庭からのＳＮＳ相談がで
きるよう、国が令和５年２月から運用開始する全国一
元的なＳＮＳ相談支援について、県内３児童相談所に
よる一体運用を実施

児童課

⑸青少年の
こころの
問題に対
する取組
の推進

兵庫ひきこもり
相談支援センター
の運営【再掲】

ひきこもりの長期化等への対応を図るため、青少年を
中心とする全年齢を対象とした「兵庫ひきこもり相談
支援センター」において、訪問支援等、アウトリーチ
型支援を展開

男女青少年課

県立神出学園
の運営【再掲】

不登校や高校中退などで自分の進路を見つけること
が困難な青少年の社会的自立を支援するため、県内在
住で義務教育を修了した23歳未満の男女を対象に、寮
での共同生活のもと、自己理解や進路発見につながる
体験プログラムを実施

男女青少年課

県立山の学校
の運営【再掲】

不登校や高校中退などで自分の進路を見つけること
が困難な青少年の社会的自立を支援するため、県内在
住で義務教育を修了した24歳未満の男子を対象に、寮
での共同生活のもと、自己理解や進路発見につながる
体験プログラムを実施

男女青少年課
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５

子
ど
も
・
若
者
の
自
殺
対
策
の
推
進

⑸青少年の
こころの
問題に対
する取組
の推進

青年期の発達障害者に
対する「居場所づくり」
モデル事業

高校生等の青年期世代の発達障害者が、仲間との関わ
りの中で学びを得られる「居場所づくり」をモデル実
施し、成果の発信を行う

障害福祉課

ひきこもり対策
総合支援事業
(ひきこもり総合
支援センターの設置)
【再掲】

ひきこもりの当事者及びその家族等に対して段階に
応じた支援を提供し、社会参加を促進するため、「ひ
きこもり総合支援センター」を精神保健福祉センター
内に設置し、当事者及びその家族からの相談対応・支
援を実施

障害福祉課・
精神保健福祉
センター

女性のための
健康学習会の開催

更年期障害や子宮内膜症など女性の特有な心身の課
題に応じた対処方法等、セルフケアの実践につながる
健康教室やグループ学習会を開催

健康増進課

⑹若者の就
労支援の
充実

ひょうご・しごと情報
広場、若者しごと倶楽部
の運営【再掲】

求職者の総合的支援を行う拠点であるひょうご・しご
と情報広場内に若者しごと倶楽部（ジョブカフェひょ
うご）を設置し、個々の課題に対応したきめ細やかな
就職支援・総合的な職業相談を実施し、人材ニーズに
合致したキャリア形成による早期就職を支援

労政福祉課

⑺インター
ネット上
の自殺関
連情報へ
の対策の
推進

青少年インターネット
利用対策事業

青少年の安全・安心なインターネット利用を推進する
ため、ルールづくりやトラブル防止に向けた普及啓発
等を実施

男女青少年課

青少年のスマホ等の
適切な利用推進事業

青少年の適切なインターネット利用を推進するため、
県民への啓発をはじめとした環境整備を実施 男女青少年課

６

中
高
年
層
の
自
殺
対
策
の
推
進

⑴中高年層の
こころの健
康づくりの
推進

働き盛り世代の認知症
予防・早期発見・対応
促進事業【再掲】

企業等に従事する勤労者が認知症への関心を高め、中
年期からの健康づくりや、早期受診･対応の理解促進、
認知機能の低下や家族への介護が必要等従業員の事
情に応じた労働環境整備等、企業の意識高揚を図る

健康増進課

女性のための
健康学習会の開催
【再掲】

更年期障害や子宮内膜症など女性の特有な心身の課
題に応じた対処方法等、セルフケアの実践につながる
健康教室やグループ学習会を開催

健康増進課

⑵職場のメ
ンタルヘ
ルス対策
の推進

企業のメンタル
ヘルス等推進事業

職場のメンタルヘルス対策の取組を支援するため、産
業カウンセラー等が健康づくりチャレンジ企業（積極
的に従業員及び家族の健康づくりに取り組む企業と
して、県に登録した企業）を訪問し、研修・相談等の
支援を実施

健康増進課

女性を中心とした
働き盛り世代の
自殺対策の推進【再掲】

コロナ禍における女性の自殺リスクの高まりに対す
る対応を強化するため、企業等を対象とした自殺予防
研修会等の取組を推進する

障害福祉課

各地域における
職域との連携推進事業

各地域において、産業保健と地域連携を促進し、資質
向上のための研修等を実施 健康福祉事務所

⑶ワーク・ラ
イフ・バラ
ン ス の 啓
発推進

ひょうご仕事と
生活センター事業の推進

ひょうご仕事と生活センターにおいて、企業に向けた
啓発や先進事例の情報発信、相談・研修等を通じ、ワー
ク・ライフ・バランスを全県的に推進するとともに、
企業におけるテレワークの導入から定着までの総合
的な支援を通じて、誰もが働きやすい多様で柔軟な働
き方を推進

労政福祉課

⑷精神保健
医療福祉
サービス
の連携体
制の充実

各地域における
自殺対策事業【再掲】

地域の実情に応じたきめ細やかな自殺対策を推進す
るため、自殺のハイリスク要因である精神疾患等に対
する早期支援・対応に向けた支援体制の構築や研修等
を実施

障害福祉課・
健康福祉事務所

経済問題等に係る
心の悩み相談体制
の充実【再掲】

コロナ禍による経済状態の悪化等に伴い、今後の生活
に不安を感じる県民の増加が懸念されることから、①
休日夜間法律電話相談、②生活困窮者・ハローワーク
利用者等への弁護士相談等を実施

障害福祉課
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６

中
高
年
層
の
自
殺
対
策
の
推
進

⑷精神保健
医療福祉
サービス
の連携体
制の充実

消費生活相談
【再掲】

複雑化・多様化、巧妙化する消費生活相談に的確に対
応し、県民の安全・安心なくらしを確保するため、消
費生活総合センタ－及び但馬消費生活センターに消
費生活相談員を設置し、消費者トラブルの迅速な解決
と未然防止を図る

県民躍動課

多重債務者対策
の推進【再掲】

兵庫県多重債務者対策協議会（県、市町、弁護士会、
司法書士会等）による相談強化キャンペーンを開催 県民躍動課

消費者金融相談
【再掲】

各県民局・県民センターに「消費者金融相談窓口」を
設置し、登録貸金業者に関する苦情・相談のほか、多
重債務・債務整理に関する相談等、消費者金融に関す
る幅広い相談を受付

地域経済課

商工会・商工会議所
による経営相談【再掲】

様々な経営課題を抱える中小企業者に対して、商工
会・商工会議所による巡回指導及び窓口相談を実施 地域経済課

⑸就労支援
の充実

ミドル世代・シニア
世代就労相談窓口の
設置【再掲】

ひょうご・しごと情報広場に40～64歳のミドル世代・
65歳以上のシニア世代の就労相談窓口を設置し、就職
氷河期世代を含むミドル世代の不安定就労者等の正
規雇用化を促進するとともに、就労意欲のあるシニア
世代がライフスタイルや能力に合わせて活躍できる
よう、就労希望者のマッチングにより多様な働き方の
創出を支援

労政福祉課

７

高
齢
者
層
の
自
殺
対
策
の
推
進

⑴高齢者や
介護者の
こころの
健康づく
りの推進

介護支援専門員等
自殺予防研修【再掲】

在宅で介護を受けている高齢者や家族の自殺の危険
性や兆候を見逃さず、自殺の未然防止を図るため、介
護従事者に対する研修を実施

障害福祉課

地域支援事業
(介護予防・日常
生活支援総合事業)

要支援・要介護状態になることを予防するとともに、
要介護状態となった場合においても、可能な限り住み
慣れた地域で、自立した日常生活を営むことができる
よう、市町が行う高齢者の心身の健康づくりを推進す
る施策に要する経費の一部を負担

高齢政策課

地域支援事業
(地域包括支援
センターの運営)
【再掲】

要支援・要介護状態になることを予防するとともに、
要介護状態となった場合においても、可能な限り住み
慣れた地域で、自立した日常生活を営むことができる
よう、市町が設置・運営する地域包括支援センターに
要する経費の一部を負担

高齢政策課

⑵高齢者の
健康づく
りや生き
がいづく
り事業の
充実

老人クラブ活動強化
推進事業【再掲】

地域の老人クラブ活動の活性化を図るために、①共生
型助け合い活動、②会員加入促進活動、③地域活動の
再開、④健康づくり(健康体操等)の実施・普及促進活
動などの社会貢献活動を行う単位老人クラブに対し
て助成を実施

高齢政策課

地域包括支援
推進事業【再掲】

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるこ
とができるよう、市町による介護予防・生活支援の取
組の充実や在宅医療・介護連携の強化に向けた支援に
加え、地域包括支援センターの機能強化を実施

高齢政策課

｢まちの保健室｣による
健康づくり推進事業

「まちの保健室」を商業施設等に開設し、専門職種に
よる健康相談及び育児相談を実施 健康増進課

老人クラブによる
健康づくり

元気な高齢者がいつまでも健康を保持し、生きがいを
もって生活することが重要であることから、兵庫県老
人クラブ連合会、市町老人クラブ連合会が行う健康づ
くり・介護予防に関する実践活動や健康に関する知識
等についての普及啓発活動に対して補助を実施

高齢政策課

老人クラブ助成事業
老後の生活を健全で豊かにするために、単位老人クラ
ブ・市町老人クラブ連合会が実施する、会員自らの生
きがいを高めるための各種活動や健康づくりのため
の活動等に対して補助を実施

高齢政策課
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７

高
齢
者
層
の
自
殺
対
策
の
推
進

⑶高齢者の
抑うつ症
状等の早
期支援

地域支援事業
(介護予防・日常
生活支援総合事業)
【再掲】

要支援・要介護状態になることを予防するとともに、
要介護状態となった場合においても、可能な限り住み
慣れた地域で、自立した日常生活を営むことができる
よう、市町が行う高齢者の心身の健康づくりを推進す
る施策に要する経費の一部を負担

高齢政策課

認知症・高齢者相談
【再掲】

県民総合相談センターにおいて、認知症の人と家族の
会及び県看護協会による電話相談を実施 健康増進課

在宅介護緊急対策事業

中重度の要介護高齢者が住み慣れた地域で安心して
暮らすことができるよう、24時間、定期の巡回と利用
者の求めによる随時の訪問サービスを提供する定期
巡回・随時対応サービスの普及促進を図るとともに、
事業所開設時の人件費や事業所賃料の事業者負担に
ついて一部を支援

高齢政策課

地域支援事業
(地域包括支援
センターの運営)
【再掲】

要支援・要介護状態になることを予防するとともに、
要介護状態となった場合においても、可能な限り住み
慣れた地域で、自立した日常生活を営むことができる
よう、市町が設置・運営する地域包括支援センターに
要する経費の一部を負担

高齢政策課

地域包括支援推進
事業【再掲】

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるこ
とができるよう、市町による介護予防・生活支援の取
組の充実や在宅医療・介護連携の強化に向けた支援に
加え、地域包括支援センターの機能強化を実施

高齢政策課

８

女
性
の
自
殺
対
策
の
推
進

⑴妊産婦・
子育てへ
の支援

妊娠ＳＯＳ相談
事業【再掲】

予期せぬ妊娠や育児不安等に悩む若年妊婦等に対し、
タイムリーな電話や面談による相談、必要時には医療
機関等他機関への同行支援を実施することで、健やか
な妊娠・出産・育児の支援、児童虐待の防止を図る

健康増進課

養育支援ネット
の推進【再掲】

未熟児等、養育上支援を必要とする家庭を早期に把握
しフォローしていくために、医療機関等と地域保健が
連携し、早期から子育てを支援する母子保健医療情報
提供システムを整備

健康増進課・
健康福祉事務所

乳児家庭全戸
訪問事業【再掲】

すべての乳児のいる家庭を訪問し、子育てに関する情
報の提供並びに乳児及びその保護者の心身の状況及
び養育環境の把握を行うほか、養育についての相談に
応じ、助言その他の援助を実施

健康増進課

特定妊婦等
支援事業

予期せぬ妊娠などを理由に支援の必要性が高い妊産
婦（特定妊婦等）を受け入れる場所を確保し、産前産
後の心理的ケアや保健指導、生活相談、就労支援を行
うとともに、自立に向け、ステップハウスでの見守り
を含めた支援を継続実施

児童課

ひとり親家庭等
自立支援の推進
【再掲】

郡部のひとり親家庭等を対象に、離死別直後の精神的
安定を図り、その自立に必要な情報提供、相談指導、
離婚後の支援を行うとともに、ひとり親家庭等の職業
能力の向上及び求職活動に関する支援を実施

児童課

課題を抱える
妊産婦支援
プロジェクト

予期せぬ妊娠により、孤立・経済困窮などの課題を抱え
る妊産婦に対し、安心して出産できる居場所との出会
い、自立や夢の実現に向けた応援プロジェクトを展開

児童課

養育費履行確保等
支援事業

養育費の履行確保を支援するために、公正証書作成費
等を補助するとともに、継続した養育費支払いの履行確
保を図るために、養育費保証契約の初回保証料を補助

児童課

⑵コロナ禍
で顕在化
した課題
を踏まえ
た女性支
援

女性のための生きる
ことサポート相談事業
【再掲】

コロナ禍において、女性の自殺リスクがさらに高まっ
ていくことが懸念されることから、就労支援や悩み相
談など、女性が生きていくための入口相談(電話及び
対面)を実施

障害福祉課

県立男女共同参画
センターなやみ相談
・特別相談・法律相談
【再掲】

県立男女共同参画センターに「女性問題カウンセ
ラー」を設置し、女性の悩み相談及び自立支援を行う
とともに、「情報アドバイザー」が学習や情報収集の
サポートを実施。併せて専門家による特別相談とし
て、法律相談、不妊・不育専門相談、思いがけない妊
娠ＳＯＳ相談を実施

男女青少年課
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８

女
性
の
自
殺
対
策
の
推
進

⑵コロナ禍
で顕在化
した課題
を踏まえ
た女性支
援

女性を中心とした
働き盛り世代の
自殺対策の推進
【再掲】

コロナ禍における女性の自殺リスクの高まりに対す
る対応を強化するため、企業等を対象とした自殺予防
研修会等の取組を推進する

障害福祉課

つながりサポート型
女性相談支援事業
【再掲】

コロナ禍で様々な不安や困難を抱える女性の相談に
幅広く対応するため、ＳＮＳ相談やオンラインでの居
場所づくり等を実施

男女青少年課

女性のための
チャレンジ相談

今後の働き方やライフキャリアを考えたい女性に対
し、県立男女共同参画センター・市町で社会保険労務
士等による相談を実施

男女青少年課

女性のための
就業サポート
(女性再就職支援相談)

再就職・転職等を考える女性のために、県立男女共同
参画センターの女性相談員による相談を実施 男女青少年課

女性のための健康
学習会の開催【再掲】

更年期障害や子宮内膜症など女性の特有な心身の課
題に応じた対処方法等、セルフケアの実践につながる
健康教室やグループ学習会を開催

健康増進課

経済問題等に係る
心の悩み相談体制
の充実【再掲】

コロナ禍による経済状態の悪化等に伴い、今後の生活
に不安を感じる県民の増加が懸念されることから、①
休日夜間法律電話相談、②生活困窮者・ハローワーク
利用者等への弁護士相談等を実施

障害福祉課

インターネットや
ＳＮＳ等を活用した
相談体制の構築【再掲】

ＬＩＮＥ電話を活用した相談体制の構築、検索連動広
告やＬＩＮＥ公式アカウント「いのち支える兵庫県」
を用いた相談窓口の普及啓発

障害福祉課

⑶困難な問
題を抱え
る女性へ
の支援

配偶者からの暴力に
関する相談【再掲】

配偶者暴力相談支援センター（女性家庭センター）で
休日・夜間の相談や法律相談を実施するとともに、相
談のあった被害者や一時保護した被害者に対し、自立
支援員（心理療法担当職員）がこころのケア、自立へ
の動機付け、就業援助等の幅広い援助を行い、早期の
自立を支援

児童課

ひょうご性被害
ケアセンター
「よりそい」の運営
【再掲】

警察に相談できない性被害者の心身の負担軽減、被害
の潜在化を防止するため、専用相談窓口を設け、医療
費助成、医療機関への同行支援、法律相談、心のケア
等を一体的に行う性被害ケアセンター「よりそい」を
運営

くらし安全課

９

自
死
遺
族
等
遺
さ
れ
た
人
へ
の
支
援
の
充
実

⑴自死遺族
に対する
理解の促
進

自死遺族地域支援者
研修の実施【再掲】

自死遺族のこころや身体の不調、否認・疑問・他罰・
不安・自責・罪悪感・怒り等の遺族心理を理解すると
ともに、自死遺族が直面する法律問題を学び、自殺ハ
イリスク者である自死遺族に適切に対応するための
研修を実施

障害福祉課

グリーフケア講座
の実施

死別による喪失とそれに伴う悲嘆（グリーフ）に関す
る理解を深める講座を実施

こころのケア
センター

⑵家庭、学
校、職 場
等での事
後対応へ
の支援

自殺による
事後対応支援

自殺未遂・自殺の発生直後の周囲の人々に対する心理
的ケアが的確に行われるよう、職場や学校における対
応マニュアルの普及といった適切な事後対応を支援

精神保健福祉
センター
・こころのケア
センター

⑶遺族支援
団体等へ
の支援

自死遺族支援団体等
への助成

自殺予防や自死遺族支援に係る事業に対し補助を実
施 障害福祉課

自死遺族地域支援者
研修の実施【再掲】

自死遺族のこころや身体の不調、否認・疑問・他罰・
不安・自責・罪悪感・怒り等の遺族心理を理解すると
ともに、自死遺族が直面する法律問題を学び、自殺ハ
イリスク者である自死遺族に適切に対応するための
研修を実施

障害福祉課



２ 兵庫県における自殺対策の経緯
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年度 兵庫県の自殺対策 参考（国の動き等）

Ｈ10 ・自殺者急増（1,400人を超える） ・自殺者急増（３万人を超える）

Ｈ13 ・県健康増進計画で「こころの健康」の項目に
「自殺者の減少」を目標値に掲げる

Ｈ18
・「自殺対策センター」の設置
（精神保健福祉センター内）
・「兵庫県自殺対策連絡協議会」設置

・「自殺対策基本法」成立

Ｈ19 ・「自殺総合対策大綱」策定

Ｈ20 ・「兵庫県自殺対策推進方策」策定

Ｈ21 ・「兵庫県自殺対策推進本部」設置

Ｈ24 ・「兵庫県自殺対策推進方策」改定（１回目） ・「自殺総合対策大綱」改定（１回目）

Ｈ28 ・県内自殺者が19年ぶりに1,000人を下回る
・自殺対策に関する県民アンケート調査の実施

・「自殺対策基本法」改正
（自治体に地域自殺対策計画策定を義務づけ）

Ｈ29

・「自殺対策センター」を「兵庫県いのち対策セ
ンター」に改称(本庁・精神保健福祉センター)
・「兵庫県自殺対策計画」の策定（兵庫県自殺対
策推進方策の改定（２回目））

・「自殺総合対策大綱」改定（２回目）

Ｒ２ ・新型コロナウイルス感染症の感染拡大

Ｒ３ ・自殺対策に関する県民アンケート調査
（２回目）の実施

・「自殺総合対策の推進に関する有識者会議」
において、新たな「自殺総合対策大綱」に
関する検討実施

Ｒ４ ・「兵庫県自殺対策計画（中間見直し）」の策定
(※Ｒ５公表) ・「自殺総合対策大綱」改定（３回目）



３ 用語解説（五十音順）
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用 語 解 説

あ

アルコール依存症
薬物依存症の一種で、飲酒などアルコールの摂取（以下「飲酒」とする）によって得ら
れる精神的、肉体的な薬理作用に強く囚われ、自らの意思で飲酒行動をコントロールで
きなくなり、強迫的に飲酒行為を繰り返す精神疾患。

いのち支える
サポートシート

さまざまな悩みを抱え苦しんでいる方が、適切な相談機関にたどり着き包括的な支援を受けられ
るよう、兵庫県が作成した参考様式。別の相談機関につなぐ場合や複数の相談機関が関わる
必要がある方について、ご本人の同意を得て各相談機関で作成・活用する。

いのち支える
自殺対策推進センター
(ＪＳＣＰ)

令和２年４月１日に「自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するための調査研究及
びその成果の活用等の推進に関する法律（令和元年法律第三十二号）」に基づく厚生労
働大臣指定法人として発足。

い

かかりつけ医 日頃から患者の体質や病歴、健康状態を把握し、診療行為のほか健康管理上のアドバイ
スなどもしてくれる身近な医師。

キャンパスカウンセラー 生徒や保護者の心の相談等を行う臨床心理士等（兵庫県教育委員会事業）。

ケアラー
こころやからだに不調のある人の「介護」「看病」「療育」「世話」「気づかい」など、ケア
の必要な家族や近親者、友人、知人などを無償でケアする人のこと。18歳未満の子どもを
「ヤングケアラー」、18歳～おおむね30歳代までを「若者ケアラー」という。

ゲートキーパー 悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る人。

さ

自殺ハイリスク者 こころの病にかかっている人、自殺の危険因子を有する人、過去に自殺未遂をした人な
ど自殺行為のリスクの高い人。

自殺企図 自殺をくわだてること。自殺しようとすること。
自殺総合対策大綱 自殺対策基本法第12条に基づき政府が推進すべき基本的かつ総合的な自殺対策の大綱。

自殺対策基本法
我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移している状況に対処するために、
自殺対策に関し基本理念や国、地方公共団体等の責務等自殺対策の基本となる事柄を
定めた法律。

自殺対策強化月間
自殺対策基本法より、例年、月別自殺者数の最も多い３月を「自殺対策強化月間」と定
め、地方公共団体・関係団体等とも連携して「誰も自殺に追い込まれることのない社会」
の実現に向け、相談事業及び啓発活動を実施するもの。

自殺予防週間
平成19年６月に閣議決定された「自殺総合対策大綱」において、「９月10日の世界自殺
予防デーに因んで、毎年９月10日からの一週間を自殺予防週間として設定し、国、地方
公共団体が連携して、幅広い国民の参加による啓発活動を強力に推進」するとしたもの。

スクールカウンセラー 小中学校において児童生徒の心の相談等を行う心理相談業務に従事する心理職専門家。

生活困窮者
自立支援制度

生活保護に至る前の段階にある生活困窮者に対し、その自立に向けた相談支援を行う
ことと併せて、居住支援や就労支援、家計支援など生活全般にわたる包括的な支援を行
う制度（平成27年４月から施行）。

た

地域自殺実態
プロファイル

いのち支える自殺対策推進センターから、都道府県・政令指定都市、市町村に提供され
る各地域の自殺実態を分析した資料。警察統計（原票データの特別集計含む）・人口動
態統計等を活用している。

地域自殺対策
推進センター

全国47都道府県と20指定都市に設置されており、管内のエリアマネージャーとして、市
区町村の地域自殺対策計画の策定・進捗管理、検証などを支援していく拠点。

地域プラット
フォーム

地域における同じ課題の解決を目指す人が集まり、地域課題の解決に向けて必要な議
論や支援を行うための連携体のこと。

デジタルデバイド 情報格差。インターネット等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者との間
にもたらされる格差のこと。

な年齢調整死亡率 年齢構成を基に調整された死亡率。異なる集団どうしで死亡率を比較する際に用いる
（年齢構成の違いに影響されない比較が可能）。

は
兵庫県健康づくり
推進実施計画

健康増進法第８条に定める「都道府県健康増進計画」で、兵庫県健康づくり推進条例第
９条に定める健康づくりの推進に関する施策の実施に関する計画。

ひょうごビジョン
２０５０

兵庫県の新しい将来ビジョン。次の世代が生きる30年先の2050年頃のめざす姿を描い
たもの。

Ｐ

ＰＤＣＡ
事業活動における生産管理や品質管理などの管理業務を円滑に進める手法の一つ。
Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Act（改善）の 4段階を繰り返すことに
よって、業務を継続的に改善すること。

ＰＴＳＤ
「心的外傷後ストレス障害（Post Traumatic Stress Disorder）」のこと。死の危険に直
面した後、その体験の記憶が自分の意志とは関係なくフラッシュバックのように思い
出されたり、悪夢に見たりすることが続き、不安や緊張が高まったり、辛さのあまり現
実感がなくなったりする状態。

ＳＳＮＳ ソーシャル・ネットワーキング・サービス。人と人とのコミュニケーションを促進し、
社会的なネットワークの構築を支援する、インターネットを利用したサービスのこと。



４ 令和３年度「自殺対策に関する調査」報告書（概要）

兵庫県における自殺対策を効果的に進めるため、県民の自殺対策に対する意識や行動に関する調査を
行った。（「兵庫県健康づくり実態調査」と同時実施）

Ⅰ 調査の概要
⑴ 対象及び回収結果
・成 人：県内に居住する20歳以上の男女
・未成年：県内に居住する中学１年生・中学３年生・高校３年生相当の男女

⑵ 調査時期
令和３年11月15日～12月15日

⑶ 調査方法
住民基本台帳から無作為抽出し、調査票を郵送（郵便・オンラインで回答）

⑷ 調査項目
本報告書（概要）では、下記の項目について記載

※成人の設問１～58等、未成年の設問１～46等については、同時実施した「兵庫県健康
づくり実態調査（兵庫県健康増進課）」等の設問であるため未記載

⑸ 本報告書のグラフ等についての留意事項
・【全県値】の回答割合は、単純集計を圏域別人口比で重みづけしています。
・Ｎが未記載の設問については、成人：Ｎ＝1,863、未成年：Ｎ＝927です。

※【圏域別】【性・年齢別】の調査結果等を含む報告書（全体）については、下記の
兵庫県ホームページで公表しています。
・「兵庫県自殺対策に関する調査」
https://web.pref.hyogo.lg.jp/kf08/chousa.html
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対象区分 配布数 回収数 回収率 うち無効票 有効回答数 (参考)Ｈ28年度
有効回答数

成人 5,000 1,874 37.4% 11 1,863 2,669

未成年 3,000 936 31.2% 9 927 1,433

対象区分 成人 未成年

① 自殺対策関連 設問59～66 設問47～54

② 新型コロナウイルス感染症関連 設問67～68 設問55～56

55

４ 令和３年度「自殺対策に関する調査」報告書（概要） 

兵庫県における自殺対策を効果的に進めるため、県民の自殺対策に対する意識や行動に

関する調査を行った。（「兵庫県健康づくり実態調査」と同時実施） 

Ⅰ 調査の概要 

(1)対象及び回収結果

・成 人：県内に居住する 20 歳以上の男女

・未成年：県内に居住する中学１年生・中学３年生・高校３年生相当の男女

対象区分 配布数 回収数 回収率 うち無効票 有効回答数 
(参考)H28 年度

有効回答数 

成人 5,000 1,874 37.4％ 11 1,863 2,669 

未成年 3,000 936 31.2％ 9 927 1,433 

(2)調査時期

令和３年 11 月 15 日～12 月 15 日

(3)調査方法

住民基本台帳から無作為抽出し、調査票を郵送（郵便・オンラインで回答）

(4)調査項目

本報告書（概要）では、下記の項目について記載

対象区分 成人 未成年 

①自殺対策関連 設問 59～66 設問 47～54 

②新型コロナウイルス感染症関連 設問 67～68 設問 55～56 

※成人の設問１～58 等、未成年の設問１～46 等については、同時実施した「兵庫県健康

づくり実態調査（兵庫県健康増進課）」等の設問であるため未記載

(5)本報告書のグラフ等についての留意事項

・【全県値】の回答割合は、単純集計を圏域別人口比で重みづけしています。

・Nが未記載の設問については、成人：N=1,863、未成年：N=927 です。

※【圏域別】【性・年齢別】の調査結果等を含む報告書（全体）については、下記の兵庫

県ホームページで公表しています。

・「兵庫県自殺対策に関する調査」

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kf08/chousa.html 
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５ 自殺対策基本法
(平成十八年法律第八十五号)

目次
第一章 総則（第一条―第十一条）
第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対

策計画等（第十二条―第十四条）
第三章 基本的施策（第十五条―第二十二条）
第四章 自殺総合対策会議等

（第二十三条―第二十五条）
附則

第一章 総則
（目的）
第一条 この法律は、近年、我が国において自殺
による死亡者数が高い水準で推移している状況
にあり、誰も自殺に追い込まれることのない社
会の実現を目指して、これに対処していくこと
が重要な課題となっていることに鑑み、自殺対
策に関し、基本理念を定め、及び国、地方公共
団体等の責務を明らかにするとともに、自殺対
策の基本となる事項を定めること等により、自
殺対策を総合的に推進して、自殺の防止を図り、
あわせて自殺者の親族等の支援の充実を図り、
もって国民が健康で生きがいを持って暮らすこ
とのできる社会の実現に寄与することを目的と
する。
（基本理念）
第二条 自殺対策は、生きることの包括的な支援
として、全ての人がかけがえのない個人として
尊重されるとともに、生きる力を基礎として生
きがいや希望を持って暮らすことができるよ
う、その妨げとなる諸要因の解消に資するため
の支援とそれを支えかつ促進するための環境の
整備充実が幅広くかつ適切に図られることを旨
として、実施されなければならない。
２ 自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみ
捉えられるべきものではなく、その背景に様々
な社会的な要因があることを踏まえ、社会的な
取組として実施されなければならない。
３ 自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及
び背景を有するものであることを踏まえ、単に
精神保健的観点からのみならず、自殺の実態に
即して実施されるようにしなければならない。

４ 自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危
機への対応及び自殺が発生した後又は自殺が未
遂に終わった後の事後対応の各段階に応じた効
果的な施策として実施されなければならない。

５ 自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働
その他の関連施策との有機的な連携が図られ、
総合的に実施されなければならない。

（国及び地方公共団体の責務）
第三条 国は、前条の基本理念（次項において「基
本理念」という。）にのっとり、自殺対策を総合
的に策定し、及び実施する責務を有する。

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺
対策について、国と協力しつつ、当該地域の状
況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を
有する。

３ 国は、地方公共団体に対し、前項の責務が十
分に果たされるように必要な助言その他の援助
を行うものとする。

（事業主の責務）
第四条 事業主は、国及び地方公共団体が実施す
る自殺対策に協力するとともに、その雇用する
労働者の心の健康の保持を図るため必要な措置
を講ずるよう努めるものとする。

（国民の責務）
第五条 国民は、生きることの包括的な支援とし
ての自殺対策の重要性に関する理解と関心を深
めるよう努めるものとする。

（国民の理解の増進）
第六条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報
活動等を通じて、自殺対策に関する国民の理解
を深めるよう必要な措置を講ずるものとする。

（自殺予防週間及び自殺対策強化月間）
第七条 国民の間に広く自殺対策の重要性に関す
る理解と関心を深めるとともに、自殺対策の総
合的な推進に資するため、自殺予防週間及び自
殺対策強化月間を設ける。

２ 自殺予防週間は九月十日から九月十六日まで
とし、自殺対策強化月間は三月とする。

３ 国及び地方公共団体は、自殺予防週間におい
ては、啓発活動を広く展開するものとし、それ
にふさわしい事業を実施するよう努めるものと
する。
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４ 国及び地方公共団体は、自殺対策強化月間に
おいては、自殺対策を集中的に展開するものと
し、関係機関及び関係団体と相互に連携協力を
図りながら、相談事業その他それにふさわしい
事業を実施するよう努めるものとする。
（関係者の連携協力）
第八条 国、地方公共団体、医療機関、事業主、
学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六
号）第一条に規定する学校をいい、幼稚園及び
特別支援学校の幼稚部を除く。第十七条第一項
及び第三項において同じ。）、自殺対策に係る活
動を行う民間の団体その他の関係者は、自殺対
策の総合的かつ効果的な推進のため、相互に連
携を図りながら協力するものとする。
（名誉及び生活の平穏への配慮）
第九条 自殺対策の実施に当たっては、自殺者及
び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名誉
及び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれ
らを不当に侵害することのないようにしなけれ
ばならない。
（法制上の措置等）
第十条 政府は、この法律の目的を達成するため、
必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を
講じなければならない。
（年次報告）
第十一条 政府は、毎年、国会に、我が国におけ
る自殺の概況及び講じた自殺対策に関する報告
書を提出しなければならない。

第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺
対策計画等

（自殺総合対策大綱）
第十二条 政府は、政府が推進すべき自殺対策の
指針として、基本的かつ総合的な自殺対策の大
綱（次条及び第二十三条第二項第一号において
「自殺総合対策大綱」という。）を定めなければ
ならない。
（都道府県自殺対策計画等）
第十三条 都道府県は、自殺総合対策大綱及び地
域の実情を勘案して、当該都道府県の区域内に
おける自殺対策についての計画（次項及び次条
において「都道府県自殺対策計画」という。）を
定めるものとする。

２ 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自
殺対策計画並びに地域の実情を勘案して、当該
市町村の区域内における自殺対策についての計
画（次条において「市町村自殺対策計画」とい
う。）を定めるものとする。
（都道府県及び市町村に対する交付金の交付）
第十四条 国は、都道府県自殺対策計画又は市町
村自殺対策計画に基づいて当該地域の状況に応
じた自殺対策のために必要な事業、その総合的
かつ効果的な取組等を実施する都道府県又は市
町村に対し、当該事業等の実施に要する経費に
充てるため、推進される自殺対策の内容その他
の事項を勘案して、厚生労働省令で定めるとこ
ろにより、予算の範囲内で、交付金を交付する
ことができる。

第三章 基本的施策
（調査研究等の推進及び体制の整備）
第十五条 国及び地方公共団体は、自殺対策の総
合的かつ効果的な実施に資するため、自殺の実
態、自殺の防止、自殺者の親族等の支援の在り
方、地域の状況に応じた自殺対策の在り方、自
殺対策の実施の状況等又は心の健康の保持増進
についての調査研究及び検証並びにその成果の
活用を推進するとともに、自殺対策について、
先進的な取組に関する情報その他の情報の収
集、整理及び提供を行うものとする。
２ 国及び地方公共団体は、前項の施策の効率的
かつ円滑な実施に資するための体制の整備を行
うものとする。
（人材の確保等）
第十六条 国及び地方公共団体は、大学、専修学
校、関係団体等との連携協力を図りながら、自
殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上
に必要な施策を講ずるものとする。
（心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等）
第十七条 国及び地方公共団体は、職域、学校、
地域等における国民の心の健康の保持に係る教
育及び啓発の推進並びに相談体制の整備、事業
主、学校の教職員等に対する国民の心の健康の
保持に関する研修の機会の確保等必要な施策を
講ずるものとする。
２ 国及び地方公共団体は、前項の施策で大学及
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び高等専門学校に係るものを講ずるに当たって
は、大学及び高等専門学校における教育の特性
に配慮しなければならない。
３ 学校は、当該学校に在籍する児童、生徒等の
保護者、地域住民その他の関係者との連携を図
りつつ、当該学校に在籍する児童、生徒等に対
し、各人がかけがえのない個人として共に尊重
し合いながら生きていくことについての意識の
涵(かん)養等に資する教育又は啓発、困難な事
態、強い心理的負担を受けた場合等における対
処の仕方を身に付ける等のための教育又は啓発
その他当該学校に在籍する児童、生徒等の心の
健康の保持に係る教育又は啓発を行うよう努め
るものとする。
（医療提供体制の整備）
第十八条 国及び地方公共団体は、心の健康の保
持に支障を生じていることにより自殺のおそれ
がある者に対し必要な医療が早期かつ適切に提
供されるよう、精神疾患を有する者が精神保健
に関して学識経験を有する医師（以下この条に
おいて「精神科医」という。）の診療を受けやす
い環境の整備、良質かつ適切な精神医療が提供
される体制の整備、身体の傷害又は疾病につい
ての診療の初期の段階における当該診療を行う
医師と精神科医との適切な連携の確保、救急医
療を行う医師と精神科医との適切な連携の確
保、精神科医とその地域において自殺対策に係
る活動を行うその他の心理、保健福祉等に関す
る専門家、民間の団体等の関係者との円滑な連
携の確保等必要な施策を講ずるものとする。
（自殺発生回避のための体制の整備等）
第十九条 国及び地方公共団体は、自殺をする危
険性が高い者を早期に発見し、相談その他の自
殺の発生を回避するための適切な対処を行う体
制の整備及び充実に必要な施策を講ずるものと
する。
（自殺未遂者等の支援）
第二十条 国及び地方公共団体は、自殺未遂者が
再び自殺を図ることのないよう、自殺未遂者等
への適切な支援を行うために必要な施策を講ず
るものとする。
（自殺者の親族等の支援）
第二十一条 国及び地方公共団体は、自殺又は自

殺未遂が自殺者又は自殺未遂者の親族等に及ぼ
す深刻な心理的影響が緩和されるよう、当該親
族等への適切な支援を行うために必要な施策を
講ずるものとする。

（民間団体の活動の支援）
第二十二条 国及び地方公共団体は、民間の団体
が行う自殺の防止、自殺者の親族等の支援等に
関する活動を支援するため、助言、財政上の措
置その他の必要な施策を講ずるものとする。

第四章 自殺総合対策会議等
（設置及び所掌事務）
第二十三条 厚生労働省に、特別の機関として、
自殺総合対策会議（以下「会議」という。）を置
く。

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。
一 自殺総合対策大綱の案を作成すること。
二 自殺対策について必要な関係行政機関相互の
調整をすること。

三 前二号に掲げるもののほか、自殺対策に関す
る重要事項について審議し、及び自殺対策の実
施を推進すること。

（会議の組織等）
第二十四条 会議は、会長及び委員をもって組織
する。

２ 会長は、厚生労働大臣をもって充てる。
３ 委員は、厚生労働大臣以外の国務大臣のうち
から、厚生労働大臣の申出により、内閣総理大
臣が指定する者をもって充てる。

４ 会議に、幹事を置く。
５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、厚
生労働大臣が任命する。

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長及び
委員を助ける。

７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び
運営に関し必要な事項は、政令で定める。

（必要な組織の整備）
第二十五条 前二条に定めるもののほか、政府は、
自殺対策を推進するにつき、必要な組織の整備
を図るものとする。

（附則省略）
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